◇2011年度自治労女性労働学校（前期）

10月29～31日、東京・主婦会館プラザエフにて2011年度自治労女性労働学校（前期）が開かれ、北海道から上島女性部長、深川市職労・斉藤桂子さん、むかわ町職・細川あゆみさんが参加した。全体では、3日間で26県本部68人が参加した。
　労働学校では６つの講座と、分散会が行われた。

　第１講座「労働組合とは」

　　講師：月間労働組合編集長　松上　隆明さん

　　　労働力という商品は、慢性的な「供給過剰状態」になるので、市場に任せていてはズルズルと適正価格を割り込んでしまう。これに歯止めをかけるために、「売り手カルテル＝労働組合」の結成が必要となる。また、労働組合は単に組合員だけの利益を守る「既得権益擁護」ではなく、「社会的な労働運動」へと発展しなければならない。
　第２講座「賃金について」

　　講師：元月間労働組合編集長　松本　重延さん

　　　市場経済での商品（労働力）の売買は当事者の「対等性」が前提であるが、形式的な対等を実質的な対等にするのは「団結権」である。労働力の需要と供給、労使の力関係、経済状況といった労働市場で現実の賃金は決まる。

　第３講座「社会を経済学の目で見る」

　　講師：佐賀大学経済学部　平地　一郎　教授

　　　社会保障への支出が大きい国は貧困率が低く、社会保障への支出が少ない国は貧困率が高い。しかし、経済の成長に貧困・格差の有無は関係なく、社会保障予算の増額が経済成長を阻むものではない。賃金の労働分配率が低下し、剰余価値が増大している。非正社員の増加に伴って、労働者全体の賃金も低下している。
　第４講座「変わろうとしています…改めて職場・組合運動を…」

　　講師：自治労　岡本　博　書記長

　　　2003年9月12日に出された連合評価委員会の最終報告では、「労働運動の理念・思想の再構築を」とあり、「本来は弱い者であるという事実が、働く者を連帯させる結節点であり、その結節点が強い労働組合の原点なのである」また「不条理に対して闘う姿勢を持ち、行動することが労働組合という組織の使命なのである」とある。

　第５講座「臨時・非常勤の組織化と公契約条例」

　　講師：自治労　森　信夫　総合公共民間局長

　　　社会格差、特に官製ワーキングプアの解消にむけた取り組みが急務。非正規職員の処遇改善・雇用安定に向けた組織化、公共民間労働者の雇用・労働条件のための公契約条例制定運動の強化が必要である。

　第６講座「女性を生かせない国と労働組合」

　　講師：朝日新聞論説委員　竹信　三恵子さん

　　　女性活用小国である日本は今、女性が働かなければやっていけない時代に突入したが、女性の半分が非正社員。「同一価値同一労働」で正社員の待遇が非正社員並にされる危険性。働きやすい職場にするために、女性差別は経済にも社会にもプラスにならないことを、まず自身が確認しよう。自立とは、他人に頼らないことではない、必要なときに適切な人に「助けて」と言える力のこと。

　　　
　　　

　
